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研究成果の概要（和文）：本研究では、「青少年保護バイデザイン」政策理念を念頭に置き、青少年のインター
ネット利用環境整備の為に、青少年のインターネットのリスクに対する知識や対処能力を可視化し、その評価結
果を基にして政策の方向性を示すことを目指した。その為に、「青少年のインターネット・リテラシー指標
(ILAS)」の調査で得られたデータを分析・評価し、政策提言を取りまとめた。その政策提言は、学術界のみにと
どまらず、国際政策機関を通じて国際社会に共有することができた。

研究成果の概要（英文）：In this research subject, with the policy philosophy of “Children 
Protection by Design” in mind, in order to develop youth Internet environment, aimed to visualize 
knowledge and coping abilities of youth’s Internet risk and present the directions of policy based 
on the evaluation results. For that purpose, analyzed and evaluated the data obtained from the 
survey of “Internet Literacy Assessment Indicator for Students (ILAS)” and compiled policy 
recommendations. Those policy recommendations were shared not only for the academic circles but also
 for the international policy organizations.
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１．研究開始当初の背景 
近年、青少年がインターネットを利用する
ことにより、有害情報との接触や、コミュニ
ケーション上のトラブル、犯罪者との遭遇な
どの問題が発生しており、この様な問題から
青少年を保護するための政策的取組が必要
であった。 
この様な問題に対し、総務省では青少年保
護対策の指針として「青少年保護バイデザイ
ン」の政策理念を打ち出している。この政策
理念は、インターネットの利用環境を設計す
る際に、大人だけでなく、青少年も利用する
ことを前提にすることにより、青少年に生ず
る恐れのあるリスクの発生を未然に防ぐた
めのインターネット利用環境整備に関する
概念である。 
この様に、青少年保護バイデザインを念頭
に置いた青少年のインターネット利用環境
の整備が社会において必要とされている。 

 
２．研究の目的 
 本研究では、青少年のインターネット利用
環境を整備する為の一方策として、青少年の
インターネットのリスクに対する知識や対
処能力を可視化し、その評価を基にして、今
後青少年に必要とされる保護政策の方向性
を明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、アクションリサーチの立場から、
インターネットを利用する青少年の保護政
策に関係する各ステークホルダーと連携し、
研究を実践した。 
 連携した主なステークホルダーは、日本国
内の連携先として、総務省や民間の立場から
インターネットを利用する青少年の保護に
関する取組を行う安心ネットづくり促進協
議会と連携した。海外の連携先としては、国
際政策を講じる経済協力開発機構(OECD)等
と連携した。 
 総務省との連携としては、研究代表者が
「青少年のインターネット・リテラシー指標
(ILAS)」の研究プロジェクトに主体的に関与
し、約 3,000人の 15歳の青少年を被験者とし
たインターネット・リテラシーの測定データ
を分析し、その結果を基にした政策提言を図
った（平成 26年度～29年度）。 
 OECDとの連携としては、OECDのエビデ
ンスに基づくインターネット青少年保護政
策に寄与するために、日本の ILAS の取組を
34加盟国に共有するとともに、国際的な青少
年インターネット保護指標の検討を行った
（平成 26年度～29年度）。 
 安心ネットづくり促進協議会との連携と
しては、青少年と保護者のインターネット・
リテラシーを測定・分析し、その結果を基に
した政策提言を図った（平成 26 年度～29 年
度）。 
 さらに、平成 29年度は、3年間の研究成果
をとりまとめて、学術論文、学術図書（単著）、

国際学会及び国際政策機関での研究発表を
行った。 
 
４．研究成果 
 下記に、本研究課題の実践から得られた研
究成果を、項目別に記載する。 
 
(1) インターネット・リテラシーの測定デー
タの分析 

ILAS を用いた全国調査から得られたデー
タを分析し評価を行った。さらにその評価を
基に、今後の青少年インターネット保護に向
けた政策提言を行った。具体的には、インタ
ーネット・リテラシーの分析として、ILAS
テスト全体の平均正答率と各リスクカテゴ
リ 7項目における平均正答率を算出した。分
析の結果から、特にプライバシー・セキュリ
ティ・リスクに関するリテラシーが、他のリ
スクカテゴリよりも低い水準にとどまって
おり、このリスクに関するリテラシーを強化
する必要があることが分かった。 
また、アンケート結果から導き出される青
少年の通信デバイスの利用動向を可視化し
たとともに、テスト結果とアンケート結果の
クロス分析を行い、青少年の各発達環境にお
いて必要とされる保護政策を、Bronfenbrenner
（1979）が主張する人間発達の生態学の観点
からマクロ環境、エクソ環境、メゾ環境、マ
イクロ環境の 4つの階層に位置する各ステー
クホルダーに対する政策提言を行った（Saito 
& Aragki, 2017）。 

 
(2) 国際機関における研究成果の公表と国際
協力の提案 
本研究課題の研究成果を国際社会に共有
するとともに、今後の協力体制を築く為に、
OECD やアジア太平洋協力(APEC)の国際会
議において研究発表を行った。OECD では、
国際的な青少年インターネット保護指標に
向けた取り組みとして、ILAS の調査結果を
OECD Working Party on Information Security 
and Privacy の会議において加盟 34 カ国に対
して発表した。さらに、国際的な青少年イン
ターネット保護指標策定の提案を行った
(Saito, 2015) 。 ま た 、 APEC の
Telecommunications and Information 51 (APEC 
TEL51)においても、本研究の成果を発表し、
日本のインターネット青少年保護の政策課
題を APEC 加盟 21 カ国（地域）に対して共
有した。 
 
(3) インターネット・リテラシーの縦断的調
査データの分析 
青少年インターネット環境整備法附則第 3
条に従い、定期的な青少年のインターネット
環境を評価するために、2012 年から 2014 年
の 3年間の縦断的調査のデータを基に、啓発
教育政策の進展について分析・評価を行った。 
分析・評価の結果から、学校と家庭におけ
る啓発教育の実施率は増加しているととも



に、学校における啓発教育は、インターネッ
ト・リテラシーの習熟に効果的であることが
明らかとなった（齋藤・赤堀 2016）。 
 
(4) 青少年と保護者のインターネット・リテ
ラシーの比較分析 
青少年と保護者を対象としたインターネ
ット・リテラシーの測定と比較分析を行った。
分析・評価の結果から、保護者の総合的なイ
ンターネット・リテラシーは、青少年よりも
有意に高いとともに、違法・有害情報リスク、
不適正利用リスク、プライバシー・セキュリ
ティ・リスクなどの各リスクカテゴリにおい
ても、保護のリテラシーの方が青少年よりも
有意に上回っていることを論じた（齋藤・新
垣 2017）。 
 
(5) 青少年の啓発教育の受講経験と実際のイ
ンターネットの安全行動との関係性分析 
青少年の啓発教育の経験と実際のインタ
ーネットの安全行動との関係について分析
した。その結果、学年次が進むにつれて、教
育の経験と安全行動との間に相関があると
は言えない結果となった。 
この結果を受け、教育が機能していない問
題の一要因として知識伝達型学習の限界を
上げ、問題の解決の方策として社会構成主義
の学習観に立脚した協働学習の可能性につ
いて言及した。 
この協働学習を行う上で重要となること
は、青少年の発達段階に考慮した協働学習を
実施することであり、小学生の学年次におい
てはワークショップ形式、中学生及び高校生
の学年次においてはディスカッション形式
の協働学習を実践することの有効性を論じ
た（齋藤 2017）。 
 
(6) 青少年の啓発教育受講経験とフィルタリ
ング利用に関する縦断的調査データの分析 
青少年に対する啓発教育が実際のフィル
タリング利用に寄与しているかを明らかに
するための分析を行った。分析の結果では、
2009 年から 2013 年にかけて青少年の啓発教
育の経験数は増加傾向にあるが、その教育の
経験がフィルタリング利用に結びついてい
るとは言えない結果となった。 
この結果を踏まえ、フィルタリングの利用
普及のためには、今後の啓発教育の実施策に
ついて、改善していくことが必要であること
を論じた（齋藤 2017）。 
 
(7) 保護者の啓発教育受講経験とペアレンタ
ル・コントロール実践との関係性分析 
 保護者に対する啓発教育政策の方向性を
検討するために、保護者の啓発教育の受講経
験とペアレンタル・コントロール実践との関
係性を分析した。分析の結果から、教育の経
験が多い保護者ほど、適切利用のためのペア
レンタル・コントロールを行っていることが
分かった。このことから、ノンフォーマル教

育を提供していくことが、青少年のインター
ネットの適切利用のための環境整備として
有効だと言える。 
しかし、ノンフォーマル教育の地域差につ
いて分析を行ったところ、地域によって格差
があることがわかった。このことから、教育
の地域差を是正し、ノンフォーマル教育をあ
まねく実施する必要性があることを論じた
（齋藤 2017）。 
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